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オンサイトリサーチセンターに関するスケジュール

○ 今年度、各オンサイトからの試行的利用の報告を踏まえながら、基本方針に沿って、ガ

イドライン等の諸規程の整備と技術的課題の解決を進め、第三者への開放を目指す。

○ 適当なタイミングで有識者会議構成員に向け、オンサイト視察の機会を確保する。

作業項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

１ 諸規程の整備

２ 各オンサイトからの報告

３ 技術的課題の解決

４ 第三者利用

５ オンサイト視察

作業スケジュール
平成28年度

今年度は、第三者利用開始を目指し、諸規定の整備と技術的課題の解決を進める。

適宜実施

適宜実施
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オンサイト運用のための基本方針
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① オンサイトの利用にあたっては、利用のための申出を行い、有識者
会議分科会の審査を受ける。
② オンサイト内でのデータの集計・分析については申し出た利用目的
の範囲内で一定の自由を認める。
③ オンサイトを利用する際は、各オンサイトの利用ルールを遵守する。
④ オンサイト内での集計等を外へ持ち出し、公表する前には、原則有
識者会議分科会の審査を受ける。
⑤ 漏洩・不正利用等に対するペナルティーは従来の第三者提供と概
ね同等のものを整備する。

利用の前後に厳格な審査を行うことで、オンサイト内での一定の自由を確保する。

基本方針



オンサイト諸規程等整備に向けた主な議論の項目（案）
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① オンサイト利用に関する全体的な枠組み
② 利用のための申出が可能な者の範囲
③ 利用の申出の審査内容
④ オンサイトを利用する際の利用ルール
⑤ 罰則のあり方
⑥ その他

ポイント



参 考
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◆厚生労働省においては、レセプト情報・特定健診等情報データベースのデータの利活用を推進するため、平成23年
11月より研究者、行政機関等へのデータ提供を行ってきた。

◆これによりデータの利活用は進んだものの、データ提供を受けるにあたっては、研究者側で十分なセキュリティ環境
を整備する必要があり、データ提供は、こうした環境を整備することが可能な研究者等に限られていた。

◆厚生労働省では、データ利用の機会をさらに拡大するため、自らセキュリティ環境等を整備することが困難な研究者
等でもデータ利用が可能な施設として、レセプト情報等オンサイトリサーチセンターを東日本及び西日本に設置すべく
準備を進めていたところ。

◆西日本に設置したレセプト情報等オンサイトリサーチセンター（京都）において、当該センター所属の研究者に限定し
た試行的利用の準備が整い、平成28年2月17日をもって利用が開始された。

レセプト情報等オンサイトリサーチセンターの設置の経緯と試行的利用の開始

レセプト情報等オンサイトリサーチセンターは、東日本地域については東京大学、西日本地域については京都大学
に設置することにしている。各センターの現状については以下のとおり。

◆レセプト情報等オンサイトリサーチセンター（東京）：平成２７年１２月２４日から試行的利用開始 （東京大学に設置）
◆レセプト情報等オンサイトリサーチセンター（京都）：平成２８年 ２月１７日から試行的利用開始 （京都大学に設置）

これをもって、全国2ヵ所に設置されたレセプト情報等オンサイトリサーチセンターの試行的利用が開始された。

レセプト情報等オンサイトリサーチセンターの現状

レセプト情報等オンサイトリサーチセンターの試行的利用について
第28回有識者会議

資料抜粋
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（参考）不適切利用等に対する措置

措置要件 措置内容

①返却期限（利用期間の最終日）までにレセプト情報等の

返却を行わない場合

返却を行う日までの間及び返却を行った日から返却を遅延した期間に相

当する日数の間、レセプト情報等の提供を禁止する。

②レセプト情報等を依頼書等の記載とは異なるセキュリ

ティ要件の下で利用することなどにより、セキュリティ上の

危険に曝した場合（集計表情報の場合を除く）

・行為の態様によって、当該認定をした日から、保険局が定めるまでの間、

レセプト情報等の提供を禁止する。

③レセプト情報等を紛失した場合

・行為の態様によって、当該認定をした日から、保険局が定めるまでの間、

レセプト情報等の提供を禁止する。

・レセプト情報等の紛失が利用者の重過失による場合には、利用者の氏名

及び所属機関名を公表する。

④レセプト情報等の内容を漏洩した場合

・行為の態様によって、当該認定をした日から、保険局が定めるまでの間、

レセプト情報等の提供を禁止する。

・利用者の氏名及び所属機関名を公表する。

⑤承諾された目的以外への利用を行った場合

・行為の態様によって、当該認定をした日から、保険局が定めるまでの間、

レセプト情報等の提供を禁止する。

・提供されたレセプト情報等に医療機関コード、薬局コード又は保険者番号

が含まれていた場合には、利用者の氏名及び機関名を公表する。

⑥その他、利用規約の内容に違反した場合、又は法令違

反、国民の信頼を損なう行為を行った場合
行為の態様によって、上記①から⑤の措置に準じた措置を講じる。

○各要件に応じて、有識者会議の議論を経つつ、所要の措置を科すことを規定（データの消去、返却を求め、以
下の②から⑤までについては成果物の公表も禁止する。）。
○施行期間においては、集計表情報であってもセキュリティ要件に関する規定以外基本的に同様の措置。
○不適切利用によって不当な利益を得た場合には、当該利益相当額を違約金として支払う。

平成23年１月20日
第４回有識者会議
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